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１．はじめに 

岸田政権の主要政策の 1つであるデジタル田園都市国家構想は、人口減少時代における様々な課題に対応

するため、非常に幅広い分野に及ぶ政策となっている。2023年 4月に公表された、新たな日本の将来推計人

口によると日本の人口減少は地方を中心に今後加速していく可能性が高く、それに伴う社会経済の各層にお

ける課題も増えていくのは間違いない。デジタル田園都市国家構想の存在感は今後高まっていくであろう。 

そこで本稿では、デジタル田園都市国家構想を検討する会議に提出された資料や議事録、2023 年度から

2027年度の KPI（重要業績評価指標）とロードマップ（工程表）などが記された総合戦略（2022年 12月策

定）などを元に、デジタル田園都市国家構想の概要や意義を記す。さらに、実際にデジタルによる課題解決

への取り組みが始まっている佐賀市の事例などを参考に、デジタル田園都市国家構想の課題を考察する。 

 

２．地方創生をデジタルでブラッシュアップしたデジタル田園都市国家構想 

デジタル田園都市国家構想とは何か。その点については、岸田総理の第１回「デジタル田園都市国家構想

実現会議」の以下の発言「デジタル田園都市国家構想は、新しい資本主義実現に向けた成長戦略の最も重要

な柱です。デジタル技術の活用により、地域の個性を生かしながら、地方を活性化し、持続可能な経済社会

を実現してまいります。同構想実現のため、時代を先取るデジタル基盤を公共インフラとして整備するとと

もに、これを活用した地方のデジタル実装を、政策を総動員して支援してまいりたいと考えています。」が端

的に表している。つまり、デジタル田園都市国家構想は、①新しい資本主義における成長戦略の 1つ、②地

方でデジタルインフラを整備、③地方でデジタル技術を実装、を目的とするものであることが明確になった。 

デジタル田園都市国家構想は地方の活性化を目指しているが、2014年度から始まった地方創生（まち・ひ

と・しごと創生）でも同様の目的を持っていた。そこで、地方創生とデジタル田園都市国家構想の関係を考

えてみよう。デジタル田園都市国家構想の全体像はデジタル田園都市国家構想総合戦略の参考資料 1におい

て以下のように記されているが、そこでは「地方創生」というワードが何度も登場し、地方創生を非常に意

識したものとなっている。 
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デジタル田園都市国家構想は地方創生をデジタルでブラッシュアップしたものである。地方でデジタルの

実装を進めることによって、大都市と変わらない利便性が実現し、さらには、全国で多発的に地域発の新し

いビジネスが興り、日本全体の経済の底上げにつながることが期待されている。一方で、デジタル実装は魔

法の杖ではなく、地域固有の課題に応じた解決策を住民や企業と共にじっくりと考えていくことが肝要で

ある。また、地方でのデジタル人材の育成・確保は大きな課題である。この点では「転職なき移住」で地方

に分散するデジタル人材を生かす工夫が求められる。 
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・ テレワークの普及や地方移住への関心の高まりなど、社会情勢がこれまでとは大きく変化している中、

今こそデジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる

社会」を目指す。 

・ 東京圏への過度な一極集中の是正や多極化を図り、地方に住み働きながら、都会に匹敵する情報やサー

ビスを利用できるようにすることで、地方の社会課題を成長の原動力とし、地方から全国へとボトムア

ップの成長につなげていく。 

・ デジタル技術の活用は、その実証の段階から実装の段階に着実に移行しつつあり、デジタル実装に向け

た各府省庁の施策の推進に加え、デジタル田園都市国家構想推進交付金の活用等により、各地域の優良

事例の横展開を加速化。 

・ これまでの地方創生の取組も、全国で取り組まれてきた中で蓄積された成果や知見に基づき、改善を加

えながら推進していくことが重要。 

 

また、デジタルというワードもすでに地方創生に登場している。2014年度から始まった地方創生は非常に

幅広い分野にまたがる政策であるが、その中でもデジタル関連は多くの分野を横断する重要なテーマであっ

た。特に、2020年度から始まった第 2期地方創生ではその点が明確に記され、さらにコロナ禍という社会環

境の大きな変化を受けて、より強く意識されるようになった。 

例えば、コロナ禍で策定された「まち・ひと・しごと創生基本方針 2021」では、デジタルは取り組むべき

重要なテーマ（ヒューマン、デジタル、グリーン）の 1つとされた。そこでは、デジタル・トランスフォー

メーション（DX）の推進を通じて、どの地域でも同様のサービスが受けられるようにするなど、地域の課題

解決や魅力向上を図り、そのために情報通信基盤の整備、人材支援、データ活用基盤の整備の必要性が挙げ

られている。デジタル田園都市国家構想につながる基本的な考え方は、岸田政権前の地方創生にすでにあっ

たといえよう。 

実際にデジタル田園都市国家構想総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法第 8条第 6項（政府は、情勢の

推移により必要が生じた場合には、まち・ひと・しごと創生総合戦略を変更しなければならない）に基づき、

第 2期まち・ひと・しごと創生総合戦略（2020年度～2024年度）が変更されたものである。また、第 2期

地方創生の開始に合わせて自治体ごとに地方版総合戦略が策定されたが、それらは各自治体の総合戦略もデ

ジタル田園都市国家構想総合戦略に合わせて改訂される。 

このように、デジタル田園都市国家構想は、地方創生の根幹や枠組みの多くを維持しながら、デジタルに

よりさらなるブラッシュアップを図ることを目的とし、それに合わせて総合戦略の名称も「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」から「デジタル田園都市国家構想総合戦略」に変更された。それゆえ、デジタル田園都

市国家構想において、地方創生の特徴であった、東京一極集中是正、地方発の経済成長を目指す「ローカル

アベノミクス」などが色濃く残るのは当然といえる。 

 

３．「誰一人取り残さない」は大きなチャレンジ 

一方、デジタル田園都市国家構想独自の特徴として「誰一人取り残さない」を挙げることができる。これ

は、岸田総理が有識者の会議にて明らかにした 5つの要点の 1つである（図表 1）。 

デジタル田園都市国家構想の総合戦略ではデジタル実装に取り組む自治体数について、2024年度に 1,000

自治体、5か年計画最終年度の 2027年度に 1,500自治体、2030年度には全ての自治体が目標となっている。

自治体数は現在約 1,700であることを考えると、スピード感のある、かなり高い目標といえよう。 
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ただし、地方の多くは高齢者の割合が三大都市圏や県庁所在地が属する都市よりもかなり大きい。他の年

齢層に比べてデジタルにやや疎いとされる高齢者等にデジタル実装のメリットを実感してもらえないと、地

方におけるデジタル田園都市国家構想の推進が難しくなる。さらに、デジタル田園都市国家構想においてデ

ジタル化が進んでも地方の魅力は失われないことが強調されているのも、地方の高齢者の間にデジタルその

ものへの忌避感が残っていることへの配慮と考えられる。 

国は「誰一人取り残さない」関連施策として、デジタル機器やデジタルを用いたサービスに不慣れな人に

対して、デジタル機器の操作を教えるなどのサポートを行う「デジタル推進委員」を確保し、地方に配置す

る。このデジタル推進委員は現在 2万人であるが、国は 2027年度には 5万人に増加する。 

 

４．高速通信インフラを国主導で整備 

国が主導する高速通信インフラの整備もデジタル田園都市国家構想の特徴である。海底ケーブル、大規模

データセンター、5G（第 5世代移動通信システム）等を整備し、日本中どこにいても高速大容量の通信サー

ビスを使えることが目標とされている。 

特に、5G の普及では現在、都市よりも地方でやや遅れている。携帯電話企業だけでなく携帯電話企業に

共同のインフラを提供するインフラシェアリング企業も公的支援対象にすることなどにより、5G エリアの

人口カバー率を 2023年度 95％、2025年度 97％に引き上げる。 

大規模データセンターは現在、東京圏に半数以上が集中している。この状態が続けば今後の地方でのデジ

タル化の障害になる可能性があるとして、10数か所の大規模データセンター拠点が 5年程度で地方に整備さ

れる予定だ。 

 さらに、政府は国際通信の重要インフラである海底ケーブルと陸上ネットワークの中継地点である陸揚げ

拠点の整備拡大に乗り出す。現在、日本と海外を結ぶ海底ケーブルが太平洋側にあるため、陸揚げ拠点も東

京圏に集中している。そのため、企業等の日本海側のケーブル整備や東京圏以外の陸揚げ拠点の設置を支援

することで、日本を周回する海底ケーブル「デジタル田園都市スーパーハイウェイ」となる計画で、2025年

度完成予定である。 

 

５．デジタル実装が想定される多彩な分野 

地方のデジタル実装では、経済社会の様々な分野での変革が目標となっている。具体的には図表 2 のよう

に、生まれてから亡くなるまでのライフイベントごとにデジタルの様々な社会実装例が示されている。 

≪図表１≫デジタル田園都市国家構想関連施策に関する要点 

テーマ 内容 

デジタル基盤の整備 5G、データセンター、海底ケーブルなどを整備 

地方における 

先導的なデジタル化の取組 

デジタル基盤を活用した、遠隔の医療、教育、防災、リモートワー
クを推進 

デジタル田園都市国家構想推進
交付金の新設 

地方創生のための各種交付金に加えて、新設の交付金をフルに活用 

他のデジタル関係の 

有識者会議の成果の活用 

デジタル臨調や GIGA（Global and Innovation Gateway 

for All）スクール、スーパーシティ構想、スマート農業等 

の成果も活用 

「誰一人取り残さない」 高齢者等がスマホ等のデジタル機器を使えるように支援 

（出典）デジタル田園都市国家構想実現会議第 1 回資料より、ＳＯＭＰＯインスティチュート・プラス作

成 
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子育て、教育、仕事、医療、介護等が整っている東京圏等の大都市や地域経済の中心都市に地方から移住

する者が多い。そのため、デジタルによってどこにいても変わらぬ最先端サービスが受けられることが目指

されている。 

また、このようなデジタルを用いて地域の個性や魅力を生かしたモデル自治体（モデル地域ビジョン）が

全都道府県にあることが望ましい。他の自治体がデジタル実装を実感でき、そのモデルを容易に見本にする

ことができるからだ。まちづくりにおけるデジタル化の具体的なモデルイメージは図表 3のように示されて

いる。 

 

≪図表２≫デジタルの社会実装例分野目指すべき姿・施策 

分野 目指すべき姿 施策 

育児 子育て関連手続きをオンラインにてワン
ストップで完結 

マイナポータルの活用 

 

教育 

 

日本全国の最先端教材の活用 

世界最先端の設備の共用 

 

GIGA スクール構想：全国の児童・生徒 1人に
1台のコンピューターと高速ネットワークの整
備、SINET（Science Information NETwork：
国立情報学研究所が提供・運用を行う学術情報
ネットワーク）を活用した大学教育 

物流・
移動 

どこにいても必要なものが届く・どこに
でも行ける 

ドローン・自動運転 

災害 

 

最先端技術を使った予防・予測／救助 防災プラットフォームの構築、防災業務のデジ
タル化 

クラウドを活用した被災者支援 

医療・
介護 

どこにいても個別最適医療・介護 

 

スマホでライフログ情報の確保・民間のサービ
スと連携 

死亡 相続でもめることなく、憂いなく永眠、
手続きのオンラインワンストップ化 

戸籍情報システムを活用した法定相続人の特
定、死亡手続きのオンライン完結 

（出典）デジタル田園都市国家構想実現会議第 2 回資料より、ＳＯＭＰＯインスティチュート・プラス作

成 

≪図表３≫デジタル田園都市構想の地域ビジョンのモデル（モデル地域ビジョン） 

テーマ 内容 

スーパーシティ、 

スマートシティ 

AI（Artificial Intelligence：人工知能）、IoT（Internet of Things：あらゆる「モ
ノ」がインターネットにつながる仕組み）など先進技術や大胆な規制改革により都
市機能やサービスを効率化・高度化し、快適性や利便性を含めた新たな価値を創出
する都市や地域 

→スマートシティの選定数：100地域（2025年まで） 

SDGs未来都市 SDGs（Sustainable Development Goals：2030年までに持続可能でよりよい世界を
目指す国際目標）の理念に沿った経済・社会・環境の三側面を統合した取組を進め
ることにより、地方創生に取り組む都市や地域 

→210 都市（2024 年度まで） 

「デジ活」 

中山間地域 

基幹産業である農林水産業を軸として、地域資源やデジタル技術を活用し、社会課
題の解決と地域活性化に取り組む中山間地域 

→150 地域（2027 年度まで） 

産学官協創都市 知と人材の集積拠点である大学を拠点とした産学官連携を進め、大学発のイノベー
ションの創出や社会実装を促すことで地域活性化に取り組む都市や地域 

脱炭素先行地域 再生可能エネルギーやデジタル技術を活用し、産業、暮らし、インフラ、交通など
様々な分野で脱炭素化に取り組む都市や地域 

→100 か所（2025 年度まで） 

（出典）デジタル田園都市国家構想総合戦略（2022年）資料より、ＳＯＭＰＯインスティチュート・プラ

ス作成 
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さらにデジタル田園都市国家構想総合戦略では、地域間や施策間の連携推進が重要とされている。同じよ

うな課題を抱えた地域や関連する施策を連携させることで成果を高めることが求められるからだ。同総合戦

略では「地域交通のリ・デザイン」「地方創生スタートアップ」「地方創生テレワーク」「地方公共団体間の連

携によるこども政策」「地方自治体間の連携による教育 DX」「住民に身近な場所を活用した遠隔医療」「多様

な暮らし方を支える人間中心のコンパクトなまちづくり」「観光 DX」「デジタル技術を活用した地域防災力

の向上」「ドローン利活用」について、連携が期待できる分野として挙げられている。 

第 2期地方創生まで「地方に仕事をつくる」「人の流れをつくる」「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」

「魅力的な地域をつくる」の 4つの分野について KPIが設けられていたが、デジタル田園都市国家構想総合

戦略でも引き継がれている。主な KPIは図表 4の通りである。 

 

これらの KPIの中で特に注目されるのは、「人の流れをつくる」に掲げられた地方創生の「一丁目一番地」

とされる東京一極集中の是正に関する KPIである「地方と東京圏との転入・転出の均衡」であろう。ただし、

コロナ禍前の東京圏の転入超過数は 2019年の約 15万人に比べると、コロナ禍により 2020年以降は大きく

減少しているものの、コロナ禍の 2021年は約 8万人の転入超過、続く 2022年度も約 10万人の転入超過と

なっており、転入・転出の均衡はかなり難しそうだ。 

 

６．デジタル人材の育成・確保は大きな課題 

デジタル田園都市国家構想の大きな課題の 1つはデジタル人材の育成・確保となろう。必要なデジタル人

材数について、2022年度末までに年間 25万人、2024年度末までに年間 45万人と年を経るごとに大きく増

加し、最終的に 2026 年度までの 5 年間に延べ 230 万人確保するという目標が明示されている。既存のデジ

タル人材約 100万人を加えて 330万人に達する見込みだ。 

しかし、デジタル人材の主な就職先である IT の大企業は東京圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）

≪図表４≫デジタル田園都市国家構想総合戦略の主要 KPI 

テーマ 内容 

地方に仕事
をつくる 

・ 社会課題解決のためのスタートアップや中小企業等の取組の促進・定着・実装が見
られる地域：2027年度までに 900地域（2022年 6月時点で 144地域） 

・ 観光地経営の高度化を図るため、旅行者の来訪状況、属性、消費額等のデータに基
づいて策定された DX戦略を有する登録 DMO 90団体（2027年度まで） 

人の流れを
つくる 

・ 地方と東京圏との転入・転出：2027年度に均衡（2021年度は 83,827人の転入超
過） 

・ サテライトオフィス等を設置した地方自治体：2024年度までに 1,000団体、2027

年度までに 1,200団体（2022年 8月時点で 654団体） 

・ 関係人口（観光など住む以外の様々な形で地域と関わりをもつ人）の創出・拡大に
取り組む地方自治体：2027年度までに 1,200団体（2020年度で 893団体） 

結婚・出
産・子育て
の希望をか
なえる 

・ 結婚、妊娠、子供・子育てに温かい社会の実現に向かっていると考える人の割合：
2025年に 50％（2022年 3月時点で 33％） 

・ デジタル技術も活用し相談援助等を行うこども家庭センター設置市区町村：全国展
開（1,741市区町村）を目指す 

魅力的な地
域をつくる 

・ 1人 1台端末を授業でほぼ毎日活用している学校の割合：2025年度までに 100％
（2021年度は小学校で 55.4%、中学校で 53.6％） 

・ 新たなモビリティサービスに係る取組が行われている地方公共団体：2025年までに
700団体 

・ 物流業務の自動化・機械化やデジタル化により、物流 DXを実現している物流事業
者の割合：2025年度に 70％（2021年度は 31％） 

（出典）デジタル田園都市国家構想総合戦略（2022年）資料より、ＳＯＭＰＯインスティチュート・プラ

ス作成 
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） 
に多く、実際にデジタル人材の過半は東京圏に在住している。政府の想定通り増加するデジタル人材が地方

の経済社会で活躍するのは容易ではないだろう。さらに、デジタル人材は転職意向が強いという側面がある。

コロナ禍前の 2019 年の NTT データ経営研究所「デジタル人材定着に向けたアンケート調査」によると、

デジタル人材の 7 割が転職経験者で、3人に 1 人が 1年以内の転職を考えている。また、同調査では低賃金

のデジタル人材は転職可能性が高まるとされる。東京圏と地方では賃金の差があることから、地方が高賃金

を払ってデジタル人材を定着させるのは容易ではない。 

 

７．おわりに 

 デジタル田園都市国家構想は、地方創生をデジタルでブラッシュアップしたものといえよう。地方でデジ

タルの実装を進めることによって、地方が抱える様々な課題、特に地方創生時代に解決できなかったような

難題を解決し、大都市と変わらない利便性が実現し、仕事・教育などの機会が地方で充実する。その結果、

地方と大都市の差が縮まり大都市から地方への人の流れが大きくなる。さらには、全国で多発的に地域発の

新しいビジネスが興り、日本全体の経済の底上げにつながる。このようなストーリーがデジタル田園都市国

家構想に期待されている。 

デジタル田園都市国家構想の様々な取り組みについては、既に 2022 年度から始まっている。例えば、デ

ジタル田園都市国家構想では、地域の取組の中で優れたものを表彰する「Digi田（デジデン）甲子園」が夏

季に開催され、各自治体の取り組みについて都道府県代表が選ばれており、国は各自治体の好事例の横展開

を図っている。これらの事例の中から弊社の過去レポート1では佐賀市の事例を紹介しているが、この佐賀市

の事例を参考にすると、いくつかの留意点が浮かび上がった。まず、他地域の事例をそのまま適用していな

いことだ。デジタルの社会実装の好事例は横展開されるべきであるが、地域固有の課題に応じた解決策を住

民や企業と共に考えていくことが肝要である。次に、デジタルは「魔法の杖」ではないことを肝に銘じる必

要がある。中心市街地活性化のように、長年取り組まれながら目立った成果が得られていない地域課題は少

なくない。このような地域課題の要因は多岐にわたるケースが多く、デジタル以外のこれまでの取組みも踏

まえた、冷静で着実な取組が望ましい。 

最後に、地方でのデジタル人材の育成・確保は想定通りに進まない可能性がある。この点で注目すべきは

「転職なき移住」であろう。全国各地での居住が認められるフルリモートワークはデジタル分野の職種と相

性が良い。本業を維持しながら地方に分散するデジタル人材を生かして地域活性化を進めるだけでなく、デ

ジタル人材が地方に定住するためにも、デジタル人材が副業・兼業を通じて地方と強い結びつきを持つ必要

があろう。国や自治体は、企業のリモートワーク導入支援に留まらず、自らの公務サービスにおいてもフル

リモートワークを増やすなど、率先して「転職なき移住」の機運を高める努力が望まれる。 

                                                   
1 福嶋一太「Insight Plus 地域ＤＸ導入に求められる姿勢を考える ～佐賀市の事例から見えてくるもの～」（2023年） 

https://www.sompo-ri.co.jp/2023/02/28/7218/ 
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